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研究成果の概要（和文）：過去の地震に関して、1Gを超える鉛直地震動の観測記録の調査とそれらの地震動によ
る被害などの調査を行った。１Gを超える鉛直地震動の対策技術として、鉛直方向の免震について検討を行い、
リンク機構を用いた新たな方式による鉛直免震台の設計製作を行った。さらに免震周期のより長周期化とセミア
クティブ制御による免震性能の向上を目指し、回転慣性と電磁石により減衰力を可変させる機構を組み合わせた
新たな可変減衰ダンパーを提案し、その性能を検証した。最後に提案ダンパーを用いた鉛直免震の性能検討を行
い、免震性能が向上することを確認した。

研究成果の概要（英文）：For past earthquakes, the observation records of vertical seismic motions 
exceeding 1G and damages caused by these vertical seismic motions were investigated. As a 
countermeasure technology against these vertical seismic motions exceeding 1G, seismic isolation in 
the vertical direction was examined, and a vertical seismic isolated table using a new link 
mechanism was designed and manufactured. Furthermore, the aim to make the seismic isolation period 
longer and improve the seismic isolation performance by a semi-active control, a new variable damper
 that combines a rotary inertia and a mechanism that changes the damping force by an electromagnet 
was proposed and the performance of the variable damper was verified. Finally, the performance of 
the new vertical seismic isolation using the proposed variable damper was examined, it was confirmed
 that the seismic isolation performance was improved.

研究分野：耐震工学

キーワード： 鉛直地震動　鉛直免震機構　セミアクティブ免震　回転慣性マスダンパー

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地震国日本では、頻繁に地震被害が発生しており、地震動の観測記録も1Gを超えるものが複数回観測されてい
る。特に鉛直動において１Gを超える場合、物体の浮き上がりが発生し損傷、転倒の危険性が高まる。さらにそ
れらの損傷や転倒が人に被害を及ぼすことが懸念される。
本研究では、鉛直地震動による影響の調査とそれらの影響を低減させる鉛直免震機構の検討を行った。鉛直免震
の普及化のための新たな方式の免震台と、免震性能の向上のためのセミアクティブ免震用の新たな可変ダンパー
を提案、評価しており、学術的な意義は十分にある。また本成果が発展し実用化された場合は、地震被害の低減
が可能であると考えられ、社会的意義も大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
現状の耐震工学の分野において、鉛直地震動は構造物に大きな影響を与えることはないと考
えられ建築物の設計において鉛直地震動はほとんど考慮されていない。また日本における地震
観測網が整備される以前の地震観測記録においてはさほど大きな鉛直地震動が観測されていな
かったという実情もあり、これまで鉛直地震動の影響は軽視されてきたが、近年 1Gをはるかに
超える鉛直動が観測され、その影響を無視できない状況である。それにも関わらず、学術的な研
究はほとんどされていないのが現状である。1G を超える大きな鉛直動が、構造物に入力され、
さらに構造物の応答により振動が増幅されるため、構造物内ではより大きな加速度となる。この
ような状況下において、構造物や構造物内の非構造部材、設備機器および人に与える影響を軽視
することはできない。 
これらの被害を解消するのに最も効果的な方策の一つとして、振動をできるだけ絶縁させる
“免震効果”を利用する方法が挙げられる。この免震効果の利用は、水平方向においては各種の
免震機構により実用化され広く普及しているが、鉛直方向に関しては免震の性質上解決が非常
に困難な問題があり、実現化しにくく普及していないのが現状である。水平方向の免震の場合、
構造物の自重は積層ゴム等の鉛直方向の堅い剛性で支持し、水平方向は積層ゴム等の柔らかい
バネを介在させることで免震効果を得ている（図 1-1）。一方、鉛直方向の免震の場合、構造物の
自重を支持するため堅い剛性（バネ）が必要だが、免震効果を得るためには同一方向で柔らかい
剛性（バネ）が必要となり（図 1-2）、トレードオフが生じてしまうという問題がある。また、鉛
直方向の免震においては、可動範囲を水平方向程大きく取れないという問題もある。通常水平方
向の免震の可動範囲は、50cm前後であり大きいものでは 1m程度確保されているが、鉛直方向
の免震でこれほどの可動範囲が必要とされなくとも、例えば水平方向の 1/2程度の可動範囲とし
た場合で、免震の稼働時に固定部との間で 25cm程度の段差が生じ、危険な状況となり新たな被
害の発生が予測される。 
これらの問題を解決する方法として、
本研究では、回転慣性ダンパーとセミア
クティブ制御を組み合わせた新たな鉛直
免震機構を提案する。回転慣性ダンパー
を用いることで、回転慣性が質量効果と
なり、免震の支持剛性を柔らかくしなく
とも免震の周期を長周期化することが可
能である。またセミアクティブ制御を用
いることで、免震性能（応答加速度の低
減効果）を低下させず、免震変位を大幅
に低減させることが可能である。 
 
２．研究の目的 
近年 1Gを超える鉛直地震動が観測され、構造物への影響も問題視されつつある。そこで本研
究では、その鉛直動の影響低減をめざし、新たな鉛直免震を検討する。鉛直免震では免震効果向
上のため鉛直方向の剛性を柔らかくしたいが一方、建物の自重を支えるため剛性を堅くしなけ
ればならないというトレードオフが生じ、従来の水平免震技術を鉛直方向にそのまま適用させ
ることができない。 
本研究では、鉛直剛性を堅くしたまま、回転慣性ダンパーを用いることで見かけの質量を上げ
免震周期の長周期化を実現させる。また、鉛直方向は水平方向ほど許容変位量を大きくできない
ため、変位低減性能として有効なセミアクティブ制御を用いた鉛直免震機構を提案、検討する。 
 
３．研究の方法 
本研究では、鉛直方向に免震を用いることで、地震における鉛直動による被害を低減させるこ
とをめざしているが、鉛直方向の免震にはいくつかの技術的な問題点があり、その問題点を克服
するため回転慣性ダンパーとセミアクティブ制御を適用した新たな鉛直免震機構を確立する。 
そのためここでは以下の項目について検討を行うこととする。 
(1)鉛直地震動による影響評価 
まず、鉛直加速度記録の大きい過去の地震に関して調査等を行う。これらの鉛直地震動による
被害について調査し、鉛直動による被害を低減させる免震性能目標を設定する。 
(2)回転慣性ダンパーとセミアクティブ制御を用いた免震機構の検討 
今回提案する鉛直免震機構の数値解析モデルを作成し、数値解析により免震周期、減衰力、免
震許容変位などを明らかにする。また作成した数値解析モデルを用いてパラメトリックスタデ
ィを実施し、免震を長周期化させる効果がある回転慣性ダンパーおよび免震変位の低減化に効
果があるセミアクティブ制御用ダンパーの仕様などを検討する。 
(3)鉛直免震機構の各要素の製作と性能検証 
鉛直免震機構の検証のための免震台、回転慣性ダンパー、セミアクティブ制御用ダンパーの設

図 1-1 水平免震 図 1-2 鉛直免震 



計製作を行う。製作した各機器の単体での性能を把握する。これらの結果から各機器の特性を数
値解析モデルに反映させる。 
(4)鉛直免震機構の検証実験実施と数値解析モデルの一般化検討 
提案の鉛直免震機構に関して性能を検証するため、各種データおよび技術的知見を取得する
要素実験などの結果から、提案の免震機構を組み込んだ免震構造に関する数値解析モデルにつ
いて一般化を行う。さらにセミアクティブ免震の検討を行い、鉛直地震動による被害の対策の一
手法として提案している鉛直免震機構の性能について検討する。 
 
４．研究成果 
(1) 鉛直地震動による影響評価 
地震動の鉛直動による影響について記載された文献としては、前原らのものがある 1)。これは
阪神淡路大震災時などにおける鉛直動が構造物を破壊する現象について述べられており、鉛直
道の危険性などが報告させている。一方、鉛直地震動として、これまでに防災科学技術研究所強
震観測網で観測された地震動のうち 1Gを超える観測記録を表 4-1-1に示す 2)。また、これらの
鉛直地震動の加速度応答スペクトルを図 4-1-2に示す。これらの鉛直道の主要帯域は、0.3～0.1
秒（1～3Hz）に多くの成分を含んでいることがわかる。 
もっとも鉛直加速度記録が大きかった平成 20年岩手・宮城内陸地震での一関西（以下、「KiK-

net 一関西波」という）での記録は、3G を超える記録となっていた。この際、観測施設内の数
百 kg の軽量棚が飛び上がり、通信線を切断したとの被害記録がなされている 3)。1G を超える
加速度が下向きに記録された場合は、拘束されていない物体は理論的には地面から離間し、飛び
上がることになる。浮き上がったものの重さにもよるが、着地時の衝撃は、大きく浮き上が他も
ののおよび着地地点の物体等の破損などが考えられ、また物体の転倒も十分に考えられる。 
水平方向の地震動と同様に、鉛直方向の地震動に関しても、構造物や周辺機器等への被害の発
生が懸念されるため、鉛直方向に関しても免震化し、建物等への入力地震動（力）を軽減化させ
ることは重要である。ここでは、上部構造の応答も考慮し、1G を超える鉛直地震動に対して、
1Gをはるかに下回る応答の低減を実現する免震性能をめざす。 
 

表 4-1-1 1Gを超える鉛直加速度を観測した地震動 

 

 

図 4-1-1 1Gを超える鉛直加速度の加速度応答スペクトル 
 
(2)回転慣性磁気ダンパー 
回転慣性と電磁石により減衰力を可変させる機構を組み合わせた可変減衰ダンパーとして回
転慣性磁気ダンパーを考案した。この回転慣性磁気ダンパーは、主に回転慣性要素と磁気減衰要
素から構成される。図 4-2-1にダンパーの概略図と外観を示す。 
回転慣性要素はボールねじとボールナット、フライホイール（導体板）からなり、ボールねじ
とボールナットにより直線運動が回転運動に変換され、ボールねじの先端に接続されたフライ
ホイールが回転することにより慣性力が発生し、回転慣性力により増幅された質量効果が、ボー
ルねじを介して直線運動として伝達され、軸方向加速度に比例した慣性力が発生する。磁気減衰
要素は主に導体板と電磁石からなり、導体板が電磁石の作る磁場内を通過し、導体板内に渦電流
が発生し、運動方向と逆向きに磁気による減衰力が発生する。この時、コイルに流す電流を調節
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することにより減衰力を増減させることができる。 
回転慣性磁気ダンパーの基本特性試験結果を図 4-2-2に、減衰係数の算出結果を図 4-2-3に示
す。印加電流の違いによる荷重変位関係の比較になっている。印加電流が増加すると、履歴面積
が増加することがみてとれる。これによりコイルに流す印加電流を制御することで減衰力を可
変できることが確認できた。 

        
 概略図 外観 

図 4-2-1 回転慣性磁気ダンパー 
 

        
 図 4-2-2履歴面積の比較（正弦波加振） 図 4-2-3減衰係数の算出 
 
(3)鉛直免震機構 
図 4-3-1に、提案したリンク機構による同調型鉛直免震機構の免震装置を示す。リンク機構に
おいて、捩じりばねを正ばねとし、コイルばねの幾何学的配置で負ばねとし、それぞれを並列す
ることで、質量を安定に支持しながら固有周期２秒程度の長周期化を実現している。水平拘束パ
ンタグラフリンクは３節点で構成されており、外形寸法は 750角、高さ 300程度である。 

 

 
図 4-3-1 リンク機構による同調型鉛直免震機構の試験装置 

 
鉛直免震を１質点系振動モデルとし、上部構造の相対変位を x、地動の変位を zとすると、運
動方程式は式(4-3-1)で表される。入力（加振）に対する出力（応答）の伝達関数は、構造体に対
する質量比mや減衰 、固有振動数比により無次元化して一般性を持たせている。 

 d cMx cx kx m x f Mz          (4-3-1) 
ここでMは上部構造質量、 dm は慣性質量、 cf は可変減衰力（ここでは 0）とする。 

    
図 4-3-2 鉛直免震の伝達特性 

-15

0

15

-25 0 25

0A
3A

Load
(N)

Disp 
(mm)

0
5

10
15
20
25
30

0 100 200 300

3A
2A
1A
0A

Load
(N)

Vel
(mm/s)



 
本モデルおける質量比および減衰定数を変化させた場合の加速度伝達率と変位伝達率は図 4-

3-2のように表される。図中の黒線は質量比μを 0で一定として減衰定数を 0.00,0.10,0.30と変
化させた場合、図中の赤線は減衰定数 0として質量比を 0.10,0.50と変化させた場合、図中の青
線は質量比 0.50、減衰定数 0.10の場合である。慣性質量による免震周期の長周期化が確認でき
る。また、高振動数領域の伝達率が大きくなってしまうことも注目すべき点である。 
 
(4) 数値解析モデルの一般化検討 
１質点系とした建物モデルのセミアクティブ免震の運動方程式は、式(4-3-1)となる。ここで、
可変減衰力を最適制御理論を用いて以下のように算出することとする。評価関数を式(4-4-1)と
おき最適制御力を算出する。 

 
0

( ) ( ) ( ) ( )T TJ t t t t dt

    x Qx u Ru  (4-4-1) 

M =20kg、 dm =1kg、免震周期 0.5秒、減衰定数 10%の場合の時刻歴応答解析を行った。比
較のため、セミアクティブ免震の場合と可変減衰を働かせないパッシブ免震との比較を行った。
時刻歴波形を図 4-4-1 に示す。入力波形は KiK-net 一関西波を用いた。図は、上から入力加速
度、応答加速度、相対速度、相対変位、可変減衰力となっている。黒線がセミアクティブ免震、
青線がパッシブ免震の時刻歴波形を示している。各グラフの右端の上側にセミアクティブ免震
時の最大最小値、下側にパッシブ免震の最大最小値を示している。 
応答加速度は、最大値 3866Galの入力に対して、パッシブ免震で 17%の 612Galに、セミア
クティブ免震で 12%の 466Galに低減できている。これは、物体が飛び上がるであろう 1Gを大
きく下回っており、セミアクティブ免震、パッシブ免震ともに構造物や内部の物体の被害の低減
につながるものと考えられる。相対変位に関して、セミアクティブ免震は、パッシブ免震の 64%
に低減できており、セミアクティブ免震の効果が得られていることがわかる。一方、慣性負荷に
よる最大値の低減効果はあまり見られなかった。これは、免震の固有値（振動特性のピーク値）
の長周期化は実現できているが、高周波帯域での応答特性の悪化がみられるためと考えられる。 

 

 
図 4-4-1 KiK-net一関西による鉛直免震の地震応答解析結果 

 
(5)まとめ 
本研究では、まず、1G を超える鉛直地震動について調査し、その被害を改めて確認した。次
に、鉛直免震の検討のため、回転慣性ダンパーを用いることで見かけの質量を上げ免震周期の長
周期化を試みた。さらに、免震変位の低減化として有効なセミアクティブ制御用のダンパーとし
て減衰が可変可能な回転慣性磁気ダンパーを提案し、その特性を評価した。さらに、リンク機構
を用いた鉛直免震装置を提案し、評価を行った。 
最後に、鉛直免震に回転慣性磁気ダンパーを用いてセミアクティブ免震の性能検討を行った。
提案の鉛直免震では、回転慣性により免震の固有値（振動特性のピーク値）の長周期化が可能で
あり、またセミアクティブ免震によりパッシブ免震と比較し変位を低減し免震性能の向上が可
能であることを確認した。 
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